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ソー シャルメディアを活用した社会設計の考察
沼田秀穂・池田佳代
1. はじめに
東日本大震災が我々に多数の教訓や変革を与えたが、その変革のひとつとして、「ソー
シャルメディア」が大きな役割を担った点をあげることができる。
従来の危機管理情報は、行政（各自治体、消防、気象庁、警察庁、国交省、総務省等）発
表、報道、ライフライン情報等を特定の発信者であるマスメディア（新聞社・出版社・放送
局）が発信し、それを不特定多数の受信者が受けてきた。
東日本大震災時、被災地ではマスメディアの通信手段が崩壊した。そこで活躍したのが
IP網、さらにソーシャルメディアである。東日本大震災で地震や津波が発生した直後には、
地震直後のツイート数は平常時の 500%1）に達した、とされる。
マスメディアにより発信される情報は、原発事故などの事態の深刻化に伴い錯綜していっ
た。そのような中、いかにして被災者情報（被災者・避難所からの現地情報やニーズ等）
や、災害救援情報（全国の市民からの救援に関する情報）など、個人に対する情報支援に直
結するいわゆる「ミクロ」の災害情報を流通させることができたのだろうか。
「マス」の災害情報はマスメディアから発信され、「ミクロ」の災害情報はボランティア
ベースのソーシャルメディアにより拡散された。例えば、「みんなで作る復興支援プラット
フォーム2）」、「Google避難所情報3）」、「Hack4Japan4）」など、オープンソース技術をベー
スにボランティアのエンジニアが中心となって発信されたソーシャルメディアが積極的に利
用されたのである（図 1）。
図 1　みんなで作る復興支援プラットフォー ム
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ソーシャルメディアは震災を機に情報伝達・共有ツールとしての社会的ポジションを確立
したと言える。
しかし、個人情報が多く含まれるミクロ情報を危機管理の視点からどのように適切かつ有
効に管理・流通できるかも今後、技術的、法的、倫理的観点から検討していく必要がある。
本稿ではソーシャルメディアを活用した社会設計の考察として専門知の結集および社会実
装の動きをまとめる。
2.　ソー シャルメディアが果たす全面情報化の動向
2.1.　Big Data
知識を共有するために進化したWeb空間は今や、スマートシティ、スマートコミュニ
ティを始めとして、全面的な情報化社会に突入しつつあると言っても過言ではない。各種
ソーシャルメディアからカスタマーデータ、センサーデータ、オフィスデータ、ログデー
タ、オペレーションデータといったさまざまなデータが大量に生成されている。いわゆる
Big Dataの登場である。
昨年度、米国では Big Dataに関して 2億ドル規模5）の予算を投じた。「Big Data」は情報
化社会の進展とともに量、頻度、多様性が爆発的に増大したデータ群そのものであるととも
に、知識創造に向けた社会基盤としても位置付けられている。Big Dataというキーワード
からビジネス、医療、防犯、都市設計など社会経済の各種局面で新しい価値が生み出されて
くるようになった。Big Dataは、集合知という側面だけでなく、データ資産としてとらえ
ることによって、インフラという側面も併せ持つようになりつつあると言える。特に教育、
医療、行政といった公共分野での Big Dataの活用が期待されている。
2.2.　Open Data と Open Government
Big Dataの潮流のひとつとしてOpen Dataの動きがある。「Open Data」とは、端的に
言えば、自由に使えて、再利用でき、かつ誰でも再配布できるような Open Denition
（オープンの定義）に従うデータ6）である。Open Dataの概念自体は新しいものではなく、
当初はどちらかというと科学技術の実験データなどにフォーカスが当たっていたが、最近に
なってOpen Governmentの流れが起きたことで再定義され一般に知られるようになって
きた。
米国では 2009年オバマ政権発足時に「透明」「参画」「協働」のOpen Government三原
則7）が宣言された（図 2）。
①透明性（transparency）：行政は透明であるべき。データ公開によって市民の参加（フィード
バック）を促す。
②参画（participation）：行政は市民参加型であるべき。社会に分散する知識を提供してもらい、
協業を促す。
③協働（collaboration）：行政は協業的であるべき。組織横断的に協力し、革新的なツールやシス
テムを整備。
図 2　Open Government 三原則（2009 年オバマ政権）
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Open Governmentとは、行政の透明化、非行政、公共的領域との協働、行政の変化
（ペーパーワークからの脱却、市民を管理する方法を、市民との協働のために変えていく）
を目指した動きと言える。米国では、2009年にOpen Government のポータルサイトとし
てData.gov 8）を開設している。これは、政府機関や州、都市などが保有する公共データを
一元的に管理／公開するサイトである（図 3）。
Data.govでは、ホワイトハウスを訪問した約 350万人分の記録、連邦預金保険公社
（FDIC）に加盟する銀行リスト、雪に特化した気象情報、米国農務省の食品別栄養データ
ベース、米国および州ごとのトマトの生産量などを始めとして（表 1）、データ数は 2013
年現在、37万を超えている。
図 3　Data.gov
表 1　米国 Data.gov のデータ事例
データ名 概要
Federal Data Center Consolidation Initiative 
(FDCCI) Data Center Closings 2010-2013
政府のデータセンター戦略（FDCCI）で公開するデータセンター
の位置情報（約 800カ所）。地図上に表示するデータもある
White House Visitor Records Requests ホワイトハウスを訪問した約 350万人分の記録。入った時刻や直
近に訪問した日時、氏名まで掲載する
FDIC Institution Directory (ID) -- Insured In-
sitution Download File
連邦預金保険公社（FDIC）に加盟する銀行リスト。 約 2万 7000
行。財務情報や住所、支店数などを含む
Local Area Unemployment Statistics 月別の失業率情報。Web上で州、都市、都市内のエリアまで絞り、
必要なデータだけダウンロードできる。毎月の失業者数も示す
Transit Injuries and Fatalities Summary by 
Agency - Time Series
2002年から 2011年までの死亡事故や傷害、火災に関するデータ。
発生した都市、場所、日付などの詳細情報を含む
National Operational Hydrologic Remote Sens-
ing Center (NOHRSC) Snow Water Equivalents
雪に特化した気象情報。降雪量や積雪の深さ、気温、吹雪の状況
などを地図とともに公開。農家などの事業者向け
USDA National Nutrient Database for Standard 
Reference, Release 22
米国農務省の食品別栄養データベース。 7500以上の品目のビタ
ミンやミネラル、脂肪酸などの成分情報を揃える
U.S. Tomato Statistics 米国および州ごとのトマトの生産量、減反率、貿易量、用いる化
学薬品、月別の価格などのデータ。野菜別にデータを公開する
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フランスは、data.gouv.fr 9）を開設しており、公開データ総数の公称値は 35万を超える。イ
ギリスは、data.gov.uk10）を開設している。イギリスでは、データに加えて、住民や企業によ
る活用を想定したアプリケーションも公開しているのが特徴的である。例えば、地図と組み合
わせてデータを可視化し、犯罪発生率の高いエリアを表示したり、主要道路の時間帯別の混雑
状況を表示したりすることでOpen Dataを活用している。
日本では、2011年 7月 25日に総務省情報通信審議会中間答申（『知識情報社会の実現に向
けた情報通信政策の在り方』11））において、分野・領域に閉じない情報の流通・利活用のための
オープンデータ環境の整備が必要であることが提言された。続いて、2011年 8月 3日「電子
行政推進に関する基本方針12）」が、IT戦略本部で決定され、我が国におけるオープンガバメン
トの推進についての議論が開始された。2012年 4月 25日高度情報通信ネットワーク社会推
進戦略本部第 23回電子行政に関するタスクフォース13）において、国や自治体による「ネット
ワーク上のデータ融合による価値創造」概念が整理された（図 4）。国や自治体には地図・地形
情報、センサー情報、許認可・届出、公共施設・土地計画など各種データが存在している。民
間公共機関には、公共交通情報、エネルギー情報、郵便情報などの各種データが存在してい
る。民間には、各種ソーシャルメディア、顧客データ、センサーデータ、コンテンツ、商品デー
タ、検索履歴、様々なログファイル、業務システムデータなどがある。これらのデータをネッ
トワーク上で融合させることにより、あらたな高度マーケティング、観光・暮らし情報サービ
ス、ナビゲーション、不動産、安全・安心サービス（防災・防犯・製品安全・ヘルスケア等）、
企業情報サービスの提供が可能となっていく。このように異なるデータを組合せて分析・加
工・編集することで、価値創造を行い、アプリケーション・情報サービスとしての活用を推進
するために、国や自治体情報を積極的にOpen Data化していく方針を明示したのである。
そして、2012年 7月 4日に「電子行政オープンデータ戦略」14）が IT戦略本部において策定
され、Open Dataの実現に向けた取り組みが始まった。戦略の意義・目的として、次の 3点
が示されている。
①透明性・信頼性向上：行政の透明性の向上、行政への国民からの信頼性の向上
②国民参加・官民協働推進：創意工夫を活かした公共サービスの迅速かつ効率的な提供、
ニーズや価値観の多様化等への対応
③経済活性化・行政効率化：我が国全体の経済活性化、国・地方公共団体の業務効率化、
高度化
産官学が共同でオープンデータ流通環境の実現に向けた基盤整備を推進することを目的と
して、「オープンデータ流通推進コンソーシアム」15）も立ち上がった（図 5）。同戦略に基づい
て、IT戦略本部に官民の実務者会議が設置され、公共データの民間利用促進のためのルール
整備等について今後検討が行われていく予定である。
経済産業省では、政府のOpen Dataの取組を加速するため、経済産業省の保有するデータ
を二次利用可能な形式で積極的に公開し、民間での活用を促進していくための施策（Open 
DATA METI 16）構想」）を推進している。
2013年現在、41カ国がOpen Governmentポータルサイトを開設済みでオープンな行政の
動きであるOpen Dataプラットフォームの整備が急速に進んでいる。
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図 4　IT 戦略本部 第 23 回電子行政に関するタスクフォー ス参考資料より
図 5　オー プンデ ター流通推進コンソー シアム
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2.3.　Linked Open Data（LOD）
データを繋げるためには、標準化されたルールが必要である。データ視点からは、Web
ページの再利用は現状のままでは難しい。Open Dataの再利用を活発化するために、個々
に独立したノードとリンクによって構成されている Open DataとOpen Dataを繋げ共有
していく動きが出てきた。それが「Linked Open Data（LOD）」17）である。Webの発明者
であり Linked Dataの創始者でもある Tim Berners-Leeは、Open Dataのための 5つ星ス
キーム（図 6）を提案18）している。データの「提供」と「活用」の方法論の標準化である。
LOD構築がグローバルに動き出すことで、データが資産となり、コラボレーションを推進
し、個人の活力を最大限生かす仕組みが整いつつある。LODはデータ版のWeb19）であり、
インターネット空間に Linked Dataの構築が進み出した。
LODが有向グラフ構造を取ることで、矛盾するデータを含む複雑なデータの記述が可能
である。その有向グラフ構造の表現方法としては RDF（Resource Description Framework）
による記述があげられる。RDFはリソースについての情報を記述する方法であり、W3Cで
標準化されている。さらに SPARQLなど RDFデータベースの検索方法の標準化も推進され
ている。
LODのメリットとしては、基本的に行政への市民参加の促進や政府の透明性の向上、民
主主義の強化といった行政面の効果が挙げられる。また、新たな製品、サービス、雇用の創
出や経済的な成長といった経済面の効果について言及する例も存在する。データ公開、二次
利用可能化における課題としては、各国ともに国や企業等の機密情報やプライバシーの保護
に関する内容が述べられている。また、公開する情報の信頼性やアクセシビリティ、適時
性、一貫性、費用対効果等についても課題として挙げられる。
LODは、Webの技術を利用してコンピュータ処理に適したデータを共有活用するための
仕組みと言える。標準的なフォーマット（RDF等）に従ってインターネット上でデータを
公開し、それらを相互に参照、リンクすることで、インターネット上の巨大な知識データ
ベースの形成が始まっている。
2.4.　デ ター形式、公開方法、ライセンス、ボキャブラリセットの整備
Open Governmentポータルサイトでは、多様なデータ形式、複数の方法で公開されて
いる。また、ライセンスは、クリエイティブコモンズが多く、米国は特定のライセンスを適
用せず二次利用にあたって自由度を高めている（表 2）。
★（どんな形式でも良いので）あなたのデータをオープンライセンスでWeb上に公開しましょう
★★　データを構造化データとして公開しましょう（例：表のスキャン画像よりも Excel）
★★★　非独占の形式を使いましょう（例：Excelよりも CSV）
★★★★　物事を示すのにURIを使いましょう、そうすることで他の人々があなたのデータにリ
ンクすることができます
★★★★★　あなたのデータのコンテキストを提供するために他のデータへリンクしましょう
図 6　Open Data のための 5 つ星スキー ム（Tim Berners-Lee）
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また、政府機関のシステムや業務では、それぞれ独自に専門用語を定義しており、相互運
用性が確保されていない。このため、米国の NIEM（（National Information Exchange 
Model）20）や欧州の JONINUP21）で「ボキャブラリー」を定義し、政府機関の効率化のた
めにシステム等のための用語整備が積極的に進められている。
このような背景のもと、日本政府機関でも共通的に使える用語辞書の整備が開始されてい
る。人や住所といった、どのような業務でも使用する用語（コア）を中核に、実際の業務エ
リア（ドメイン）での用語辞書の構築を行い、その必要性を検証し、行政の効率化を目指す
動きが始まっている。
2.5.　地域デザイン
Open Dataを繋げる LODの標準化が加速しデータが繋がることで、資産となり、そこ
からコラボレーションが推進し、個人の活力を最大限生かす仕組みが整っていくことにな
る。公共機関においてはデータを公開する社会的義務があると言える。日本においては
LODの積極的な取り組みを行っている機関として、国立国会図書館、理化学研究所、国立
情報学研究所、さらに行政としては、地域情報化に着目して LODによりOpen Data利活
用を推進している横浜市、鯖江市などをあげることができる（図 7）。行政（交通・観光・
福祉・芸術文化・統計等）の LOD化は地域クラウド構築の動きでもある。LOD活用は、
データの価値を高め、自らのプレゼンスも向上させている。さらに地域全体の情報取得コス
トを低減させ、情報流通コストも低減し、多様なサービスの創出の源泉となっていく。地方
自治体の LODは、それぞれ独立してOpen Dataが繋がるのであり、データそのものの主
管部署はそれぞれ縦割りでも問題は無い。繋がっていくことで、使われないデータから、使
われるデータへ、そして付加価値の高い情報へと変貌していくのである。
表2　米国および英国のLOD
米国 英国
デ ター形式
CSV ○
ほとんどのデ ターセットは全てのファ
イル形式に対応している
○
デ ターセットにより提供するファイル
形式の種類や数が異なっている
XML ○ ○
JSON ○ ○
RDF ○ ○
その他
PDF、 
RSS、 
XLS/XLSX
XLS/
XLSX、
TXT、
DOC、
HTML
公開方法
ファイル ○
各デ ターセットはファイルダウンロ ドー
とAPI（REST）を提供している ○
各デ ターセットはファイルダウンロ ドー
とAPI（REST）を提供している
REST ○（JSON） 提供デ ターは同じもの ○（JSON） 提供デ ターは同じもの
SPARQL × ─ ○（JSON、XML）
一部分野（教育、交通など）のデー
タセットに対応している
その他 RSS ほとんどのデ ターセットでRSSでの
提供を行っている
× ─
ライセンス ─ パブリックドメインなため、ライセンスはない
独自ライセンス（Open Government License） 
但しCC-BY、ODC-BYと互換性を確保している
利用者制限 ─
Webで提供するデ ターについては、特に制限を
行っていない
Webで提供するデ ターについては、特に制限を
行っていない
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従来は縦割りで何かを認識するために、対象を要素に分割・還元し、その一つ一つの要素
を詳しく分析しデータとして管理してきた。要素還元主義である。しかし、社会・市場・組
織などの「社会システム」は、本来「複雑化すると新しい性質を獲得する」という特性を
持っている。そのため、それを分割してあるデータのみを切り出して管理した瞬間に、獲得
された新しい性質は失われてしまい、対象を分割する度に大切な何かが失われていく。
ソーシャルメディアは、LODというインフラを獲得し、社会、組織や地域コミュニティ
などの情報化を加速し、知のコモンズ集積を加速させたのである。つまり、ソーシャルメ
ディアは、「要素還元主義」から「全包括主義」へと知のパラダイムの転換を実現させた。
3.　海外事例
3.1.　地域の問題を共有する FixMyStreet 22）
英国のmySocietyが開発したアプリケーションで、道路施設の破損や不法投棄などに気
づいた市民がネットの地図上で位置を示し写真を付けて、行政がそれを見て必要に応じた対
応を行う仕組みが FixMyStreetである。市民は街が抱える課題を視覚的に把握し、必要に
応じて FixMyStreetで通報する。誰もが見られるWebサイトで社会とのつながりを持ちつ
つ、問題解決が進んでいくのである。つまり、行政と住民が連携して、地域の問題を迅速に
解決する動きである。日本でも FixMyStreet Japan23）がWeb版、Android版、iOS版とも
に開発され、現在無料で誰でも使えるようになっている（図 8）。
3.2.　不動産高度情報サービス MRIS 24）
米国のMRISには、不動産に関するさまざまな情報が登録されている。的確に不動産を
評価できるよう、価格、写真、住宅ツアー、フロアプラン、地図などに加えて、公的機関か
ら入手したデータ（人口統計、公共交通機関、教育、気候、ヘルスケア等）を利用者が理解
しやすいような形式で提供している。このサービスの年間売上高は 5,000万 $、日本円で約
50億円と推定されている（図 9）。
図 7　鯖江市のホー ムペ ジーより〈http://www.city.sabae.fukui.jp/〉
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図 8　FixMyStreet Japan
図 9　不動産高度情報サ ビース MRIS
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3.3.　より良い政府をプログラミングする Code for America 25）
Code for Americaはサンフランシスコをオフィスとし、常勤スタッフ 18名で運営する
非営利組織である。アプリ開発を行う IT技術者は公募制で 1年契約とし、選ばれた都市に
1ヶ月間派遣され、役所でのヒアリングを行い、都市が抱えている問題解決のためにどんな
アプリをつくるかを決めた上で、Code for Americaオフィスで様々なアプリ開発を行う。
2011年にはボストン、シアトル、サンフランシスコの 3都市に 20名の技術者を派遣し、
2012年にはシカゴ、デトロイトなど 8都市 26名を派遣し、2011年 21種類、2012年 52
種類のアプリを開発している。例えば、雪が降った時にボストンの消火栓の除雪作業を市民
にやってもらうためのアプリ「Adopt-a-Hydrant（消火栓を養子にしよう）26）」がある（図
10）。4フィートの雪に埋もれるとうまく消火活動ができなくなるにもかかわらず、市が全
く消火栓を掘り出していないことに気が付いた。そこで、雪かきをすると消火栓に自分の好
きな名前を付けることができるという仕組みを提供し。市民が消火栓の上の除雪をするよう
になった。この Adopt-a-Hydrantをホノルル市の IT部門の担当者が雪対策ではなく、津
波警報の警報機を選ぶのに使えると気付いた。警報が放送されるのは非常に大切なのに、警
報機からバッテリーを盗む人がいる。この状況に対して Adopt-a-Hydrantを用いて、市民
にバッテリーの存在を確認してもらっている。
シアトルでは雨水の配水管の詰まりを直してもらうのにこのアプリを使用している。シカ
ゴでは、歩道を除雪してもらうのに一般市民が参加できるようにした。今現在も 9市が
Adopt-a-Hydrantの仕組を使うことを計画しており、自然に活用が広がっている。
図 10　Adopt-a-Hydrant〈http://adoptahydrant.org/〉
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また、Code for Americaは、街で見つけたさまざまな問題点を市民がレポートするアプ
リ「311Labs27）」を提供している（図 11）。これは、位置情報と問題（落書き、あふれたゴ
ミ収集ボックス、道路にできた穴）を公開し、地域の問題を迅速に解決することに役立って
いる。行政は市民から 311Labsを用いて得た情報をもとに問題への対応を図るのである。
行政がやるよりも市民がやる方がお手軽であり、税金もかからない。LODの加速とOpen 
Dataを活用しできるアプリの提供によって、市民が街づくりについて主体的な意識を持ち、
地域のつながりが活性化し、問題も解決できる仕組みが広がっている。
政府や自治体の情報システム調達には 2～3年かかるところを、ボストンの消火栓プロ
ジェクトに参加したチームは 3人・2カ月半で、このプロジェクトを終了している。これら
の動きは政府や自治体の運営を改善する方法を示唆している。迅速かつ安く作られた LOD
活用アプリは、一般市民を政府とつなぎ、コミュニティの関係も再構築し始めている。
4.　考察（LOD による政府・自治体のオー プン化）
インターネット全体には責任主体は存在しない。オープンで許可を待つ必要がない世界で
ある。接続している組織がそれぞれでネットワークを管理している。電子掲示板、blogや
wikiなどの技術を用いた各種ソーシャルメディアは、情報受発信から情報共有、そして情
報創発へコミュニケーションを拡大させた。知的協働作業は、情報発信・共有等の集合知
（Collective Intelligence）の活用を積極的に行う。Webサイトでは、制作者が作ったコン
テンツを閲覧するだけでなく、多数のユーザーが情報やコンテンツを持ち寄り、制作者の手
をも離れて、多様な価値や集合知の創造が行われている。社会の再帰的近代化と共に、ソー
シャルメディアという自律協調分散システムの普及により、伝統的な権威や、専門システム
で一方的に人々を支配できる状態ではなくなった。
3章で述べた Code for Americaのコーダーであり活動家のジェニファー・パルカは政府
をインターネットのように運営できると考えている。Open Dataと LODによって、一般
図 11　311Labs〈http://311labs.org/〉
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市民を政府とつなぐ地域デザインである。
経済同友会 21世紀宣言28）では、「「経済性」のみならず「社会性」「人間性」を含めて評
価する市場へと進化」ということの重要性が明記されている。
平成 20年版国民生活白書29）では、「消費者・生活者」という言葉が登場した。消費者と
いうよりは生活者として、自らの考え方や意識、価値観を、消費を通じて示していく傾向が
ソーシャルメディアによって強まってきた。ドラッガー（2007：296）30）は、「かつてのコ
ミュニティは宿命であった。しかしポスト資本主義社会においては、コミュニティは意志と
なる」と述べている。ポスト資本主義社会における資本は知識である。知識の源泉が生活者
としての市民であり、それを支えるインフラとしてソーシャルメディアが大きな役割を担う
ようになった。
情報社会において、国、地域、コミュニティをマネージメントするために主眼に置かれる
のは、「個々人の社会的包含」であるとも言える。市民参加型、ボトムアップ型による地域
デザインが求められている。
「Open Data」と「LOD」という集合知およびインフラは成長戦略のコアである。EUで
は、「Open Data」による経済効果は年間 1,400億ユーロという試算もある。仮に GDP比
で日本に置き換えると、5.4兆円となる。
科学技術・学術審議会（会長：野依良治（独立行政法人理化学研究所理事長））では、平
成 23年 5月に同審議会で決定された「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策
の検討の視点」に基づき検討を重ね、「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策
の在り方について（中間まとめ）31）」をとりまとめている。そこでは、東日本大震災に際し
て国民の期待に十分には応えることができなかったとの反省の下、震災によって顕在化した
問題点を踏まえた「多様な専門知の結集による実用化や社会実装までを考慮した課題解決の
ためのシステムの定着の必要性」など課題解決のためのシステム改革の必要性を指摘してい
る。このシステム改革において「Open Data」による市民参加型地域デザインが重要なキー
ワードとなってくるであろう。
近未来社会システムは sustainableな社会システムでなければならない。「消費者・生活
者」像は、自分自身の個人的ニーズと幸福を求めるとしても、消費や社会生活、政策形成過
程などを通じて地球、世界、国、地域、そして家族の幸せを実現すべく、社会の主役として
活躍する人々である。
Max Weber（1989年）32）は、『プロテスタンティズムの倫理と資本主義精神』の中に近
代資本主義勃興の担い手とそのエトスを見出した。現在の新たな情報社会のコンテキストの
中にも生成されるであろう新たなエトスないしは関係性に立脚し、一人一人が自ら社会に参
画し、社会との絆を深めていくことで危機管理が見えてくる。市民が社会の発展と改善に積
極的に参加し、責任と役割を担う社会、つまり、政府や自治体を含めたあらゆる組織をイン
ターネットのように運営可能な社会の設計が望まれる。
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